
警戒区域
計画的避難区域
旧緊急時避難準備区域

避難解除等区域の復興及び再生等のための特別の措置
・「避難解除等区域復興再生計画」（県の申出により国が決定）

基本方針に即して、避難指示が解除された区域及びその準備区域
の復興及び再生を推進するための計画

計画事項：計画の意義、目標、期間、産業の復興・再生、道路、河川等の公
共施設の整備、生活環境の整備等

・国による公共施設の工事の代行
・国による公共施設の清掃等の生活環境整備事業の実施

・課税の特例（避難対象区域内に所在していた事業者について）
①事業用設備等の特別償却等（解除の日から５年間の即時償却等）
②被災被用者を雇用している場合の税額控除（確認を受けた日から

５年間、給与等支給額の20％を控除：復興特区は10％）
（注）地方税法の改正の措置として避難対象区域内の固定資産税の課税免除措置の延長等

・公営住宅への入居資格の特例などによる避難者の居住の安定の確保

目的・基本理念・国の責務
・原子力災害により深刻かつ多大な被害を受けた福島の復興・再生を推進
・福島の地方公共団体の自主性・自立性を尊重しつつ、国の責務として総合的な施策を策定、実施

福島復興再生特別措置法案の概要 予算関連法案

福島復興再生基本方針（閣議決定）
・原子力災害からの福島の復興及び再生に関する施策の総合的な推進を図るための基本的な方針
・福島の復興及び再生の意義、目標、政府が着実に実施すべき各支援施策の基本的な方針等を定めるもの
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新たな産業の創出等に寄与する取組の重点的な推進
・「重点推進計画」（県が作成し国が認定）

基本方針に即して、再生可能エネルギー源の利用促進、高度医療技術等に関する研究開発拠点の整
備その他の新たな産業の創出等に寄与する取組を重点的に推進するための計画

計画事項：計画の区域、目標、期間、目標達成のための取組内容

・（独）中小企業基盤整備機構が管理する工場用地の無償譲渡
・研究開発の推進、企業立地の促進など

原子力災害からの産業の復興及び再生
・「産業復興再生計画」（県が作成し国が認定）

基本方針に即して、原子力災害により被害を受けた福島の産業の復興及び再生の推進を図るため
の計画
計画事項：計画の目標、目標達成のための取組内容、適用する規制・手続の特例の内容と実施主体に関する事項

・規制や手続等の特例（福島特例通訳案内士、地域ブランド（商標、品種）の登録料や出願
料等の減免、地熱資源開発や流通機能向上に係る許認可等のワンストップ処理等）

・東日本復興特区法の課税の特例（＊）を含む復興推進計画を福島県の全ての市町村が策定できるよう
にする措置等（特区法では、東日本大震災により多数の被災者が離職を余儀なくされ、又は生産基盤に著しい被害を受けた地域が対象）

（＊）事業用設備等の特別償却等（即時償却の適用期間は２年延長）、被災被用者等の給与支給額の一部の税額控除、研究開発税制、新規立
地促進税制等

・農林水産業、中小企業の復興・再生、職業の安定、観光の振興など

放射線による健康上の不安の解消その他の安心して暮らすことのできる生活環境の実現のための措置
・健康管理調査、農産品等の放射能濃度の測定、除染等の措置等の迅速な実施、児童等の被ばく放射

線量の低減、調査研究の推進、国民の理解の増進、教育機会の確保、医療・福祉の確保など
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（参考）主な福島復興・再生関連予算について

【平成２３年度２次・３次補正予算等】

福島県原子力災害等復興基金の創設（３,８４０億円程度）
○国際的な医療センター・開発拠点等の整備及び地域医療の再生（文科・厚労・経産省）６９０億円
○産業復興企業立地補助（経産省） １，７００億円 など

既存の制度等を活用した追加的予算措置による機動的対応（１,５００億円程度）
○再生可能エネルギーの研究開発及び関連施設の整備（経産省） １，０００億円の内数 など

福島県原子力被災者・子ども健康管理基金の創設（内閣府）（９６２億円）

除染の緊急実施（内閣府）（２，１７９億円）

除染等の実施（環境省）（２，４５９億円）

【平成２４年度当初予算案】

除染や放射線・健康不安の解消など〔事業費の多くの部分が福島県で実施される〕
○福島避難解除区域生活環境整備事業【法律事項】（復興庁） ４２億円
○放射能土壌等の除染実施（環境省） ３，７２１億円 など

産業の復興、公共事業など〔事業費は被災県の合計であり、その一定部分が福島県で実施される〕
○東日本大震災復興交付金（復興庁） １兆８，４７９億円（23年度３次補正含む）

○公共事業等（復興庁への一括計上分） ４，８８１億円 など

原子力災害からの福島復興再生協議会
・復興大臣、福島県知事その他の国・福島の関係者

からなる協議会を組織し、必要な協議を実施

その他（施行後の扱い）
・福島県からの新たな規制の特例措置の提案等
・本法の施行状況、福島の復興・再生の状況等

を踏まえた検討
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